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平成 13 年度 内閣府調査 

 

ＩＴが拓く地域社会の発展可能性に関する調査 
～地域社会の自立と社会参加を促進するＩＴ～ 

 

１．地域社会の活性化には、地域社会と生活者を起点にした取り組みが基本 

ＩＴは地域の活性化に役立つと期待されているが、ＩＴの導入のみで課題が解決するわ

けではなく、全国画一的な手法によって実現するものでもない。必要なことは、ＩＴを活

用し、地域社会と生活者を起点にした自立と連携を図ることである。 

このためには、個人生活の質の向上、自立的で快適な地域の暮らしを実現するための地

域生活者の活性化、幅広い地域市民が自発的に課題にアプローチできる、また地域づくり

にかかわるＮＰＯや市民起業家が活躍するための地域コミュニティの活性化、地域の政策

形成過程への幅広い住民参加が可能な地域経営単位としての「地域自治」の活性化、地域

の自立的な経済基盤の確立と生活者の就労環境の整備のための「地域経済」の活性化が不

可欠であり、これにはＩＴの活用が効果的である。 

以下、地域社会の活性化の観点からＩＴを活用する際の８つの「基本的な考え方」と上

記４つの領域におけるＩＴの活用方策を提示する。 

 

２．地域社会活性化のためのＩＴ活用の「基本的な考え方」８つのポイント 

①地域における生活者の視点に立った取り組み 

②地域ニーズの内容に応じた効果的なＩＴ化の推進 

③地域社会へ主体的に参加する意識を尊重 

④地域コミュニティの重視とＮＰＯなどの新しいコミュニティへの対応 

⑤生活者の多様な生活スタイルへの対応 

⑥産学民官のパートナーシップの推進 

⑦人材の育成 

⑧だれでもが情報アクセシビリティ(接近性)を高められる環境の確保 

地域社会活性化のためにＩＴを活用するには、その主人公たる地域生活者の視点に立っ

た取り組みが欠かせない。同時にそれぞれの地域ニーズに合わせ、地域社会と生活者が自

立的な地域づくりに取り組むことを支援するため、地域ニーズの内容に応じた効果的なＩ

Ｔ化の推進と、地域市民が地域社会へ主体的に参加する意識を尊重することが求められる。 

連絡先：内閣府政策統括官(経済財政－経済社会システム担当)付 

参事官(経済社会システム総括担当)付 

企画官 田和  宏   ０３－３５８１－９３７８(直通) 

          水広  佳典           ０３－３５８１－０７８３(直通) 
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 こうした地域社会における取組主体は、ＮＰＯをはじめとした幅広い市民層の活動も大

きな役割を果たすことから、地域コミュニティの重視とＮＰＯなどの新しいコミュニティ

への対応を図るとともに、多様な生活スタイルの人々が主体的に社会参加できるようにＩ

Ｔがツールとして役立つことが欠かせない。さらに、ＮＰＯや官、企業との効果的なパー

トナーシップを推進するとともに、地域づくりの世話役、ＩＴ支援者など、地域における

人材の育成を図ることも求められる。 

 また、社会的な情報バリアフリー実現のためにＩＴを活用し、だれでもが容易に情報に

接することができる環境を確保することが不可欠である。 

 

３．地域社会を活性化する４つの領域の活性化(エンパワーメント)のためのＩＴ施策 

 (1)地域生活者の活性化(エンパワーメント) 

・ 遠隔健康管理などにより生活者自らが日常的に健康管理への関心を高めることを目指

した健康分野 

・ 医療の情報化によりインフォームドコンセントやＥＢＭ（注１）など地域医療の質を高め

ることを目指した医療分野 

・ テジタルコンテンツセンターの構築により、地域での良質なデジジタルコンテンツの

制作と集積を図り、それを学習活動で共有・活用することを目指した教育分野 

（注１）EBM=Evidence Based Medicine 一人ひとりの患者の臨床判断にあたって、現今の科学的

根拠に基づいて検証された最良の証拠を、一貫性を持った、明示的かつ妥当性のある形で用い

るようにすること。 

 

(2)地域コミュニティの活性化(エンパワーメント) 

・ 市民電子会議室の構築・運用 

・ 市民の情報コミュニティと専門家ネットワークとの情報交換の場 

・ 情報コミュニティの「とりまとめ役」の支援機能持った「ＩＴ版シナリオワークショ

ップ」（注２）などのシステム開発 

・ ＮＰＯや市民起業家の実践的な取り組みをネットワークを通じて支援する場の構築 

（注２）「ＩＴ版シナリオワークショップ」とは、市民参加の手法であるシナリオ・ワークショップをネット

ワーク上で実現するシステム。こうした手法に欠かせないビジョニングがＩＴの活用でより効果的に

実現すると期待される。 
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(3)地域自治の活性化(エンパワーメント) 

・ 住民の声をデータベースに集積し、行政や地域の誰でも閲覧できるシステムの構築 

・ 住民が主体となって地域活動に参加するための、地域情報の共有と双方向でコミュニ

ケーションが可能となるシステムの構築 

・ ＮＰＯなどの社会参加を支援するための、地域の人材や地域サービスと住民ニーズを

マッチメイクするシステムの構築 

 

(4)地域経済の活性化(エンパワーメント) 

・ 地域の自立的な産業技術集積の創出と、その活動を活性化させるオープンなネットワ

ークの構築 

・ 生活者の価値観や生活スタイルの多様化に合わせた就労形態の多様化を図るために、

ＳＯＨＯや遠隔勤務などを実現できる環境の整備 

 

４．ＩＴ活用のための課題への適切な対策の必要 

 ＩＴの活用にあたっては、デジタル・デバイドへの対策も必要となる。それぞれの利用

目的、地域のニーズや現状に合わせて、公共端末の設置、高齢者や障害者など誰にでも使

いやすくわかりやすいユニバーサル・デザインの普及促進、市民の継続的な情報リテラシ

ー学習や活用支援の仕組みやＩＴを使うことが目的にならないような仕組みの構築、必要

に応じた公共インフラの整備など、適切な対策の選択と取り組みが求められる。 
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≪調査の背景と目的≫ 

本件調査は、高齢化や過疎化などの課題を抱える地域が、活力ある社会をつくるために、

ＩＴはどのような役割を果たせるのかについて調査・検討を行い、ＩＴを活用した地域活

性化方策を提言することを目的としたものである。調査では、当該委嘱調査を担当した社

会基盤研究所において、ＩＴを活用した地域づくりに取り組む市民、行政担当者、研究者

など外部の専門家を含めた検討委員会を設けて意見を求めるとともに、地域におけるＩＴ

活用事例の検討を行なったものである。 

 

≪委員会名簿≫ 

委員長  久保  悌二郎 (江戸川大学社会学部教授) 

委員  井堀  幹夫 (市川市企画政策部情報システム課長) 

委員  小栗  宏次 (愛知県立大学情報科学部教授) 

委員  鏑木  孝昭 (｢科学技術への市民参加を考える会｣事務局長) 

委員  東    百道 (ＮＴＴ技術資料館史料管理部長) 

委員  山岡  通宏 (社会基盤研究所客員主席研究員) 

委員  杉井  鏡生 (社会基盤研究所客員研究員) 

委員  富沢  木実 (道都大学経営学部教授) 

 

 

 

平成 13 年度 内閣府委託調査（委託先：株式会社社会基盤研究所） 


